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1事務事業の見直し
【指定管理者制度】（※注１）
市内 19 施設で 18 年度に導入します。今後，他
の施設についても導入を検討していきます。

【病院事業，オート事業】
引き続き，「病院事業経営健全化計画」を進めて
いきます。また，病院事業将来構想検討委員会
の答申を尊重し，具体的な健全化策について検
討していきます。また，オート事業は事業収支
改善計画に基づき経営健全化を進めます。

【水道事業】
策定予定の「水道事業第１次総合計画」（仮称）
を基本に事業計画を検討していきます。

【土地開発公社】
土地開発公社（※注 2）の保有する土地につい
ては，一般会計において計画的に買い戻しを推
進し，未分譲地については，販売促進に努めます。

【地域コミュニティ団体の活動支援】
団体間の連携が円滑にす
すむよう環境づくりに努
めるとともに，「市民活動
支援センター」の設置に
ついて検討していきます。

2庁内組織
効果的・効率的な組織機構を目指し，平成 18年
度において改組が急務の部署について機構改革
を行いました。

3職員定員管理
平成 18年度に「定員適正化計画」を策定し，平
成 22年度までに職員数（平成 17年度 724 名［普
通会計］）の 8％（58名）削減を目指します。
【表 1参照】

4人材育成
職員の資質向上や人材育成を図るため「人材育
成に関する基本方針」を策定するとともに，「人
事評価システム」の構築をすすめます。

5公正確保と透明性の向上
【説明責任】
「対話の日」「市政説明会」の開催のほか，市ホー
ムページ，広報紙の内容の充実を図っていきま
す。また，常設の住民投票制度の条例化に続き，
「自治基本条例」（仮称）（※注 3）の制定を進め
ていきます。

【バランスシート，総合計画】
毎年度バランスシート（※注４）および，行政
コスト計算書（※注 5）を作成公表し，平成 19
年度には 10年後の市の設計図「総合計画」の策
定とともに，行政評価制度（※
注 6）を導入していきます。

6電子自治体の推進
固定資産評価，戸籍などの電算
化に着手するとともに，都市計
画図などの地図情報の電子化を
行います。

7自主性・自立性の高い財政運営
【歳入の確保】
税収納及び滞納に対する対策，体制について調
査研究するほか，都市計画税の調整を図り，税
の不均衡の解消を図ります。また手数料の引き
上げ，市所有の財産の積極的な売払い，有効活
用の検討を行っていきます。

【経費節減】
平成 18 年度に，市長等特別職の給与 20％，職
員給与 5％，管理職手当 50％，行政委員の報酬
15％の減額を行いました。また，公共施設の統
廃合や複合化の調査研究をすすめ，指定管理者
制度の導入とあわせて，物件費の削減につとめ
ていきます。

【補助金等の整理合理化】
各種団体への運営補助金について，団体の自立，
実施事業効果の観点から見直します。また，福
祉タクシー利用助成，就学助成などについて見
直しを行います。

【表１】定員計画表 ※病院局および水道局を除く（単位：人）

区分 17年度 18～ 21
年度 22年度

職員数 724 666
退職者数 23 114
採用・異動数 79

※職員数は各年度当初，平成 17 年度の退職者数は実数
で，平成 18～ 21 年度の退職者は定年退職者数　

※採用・異動数には，新規採用者のほか，水道局，病院
局，一部事務組合との人事交流，公益法人等への派遣，
勧奨退職などの増減を含む　

（※注１）公の施設の管理を，市議会の議決を経て指定さ

れた民間事業者等に委ねる制度です。

（※注２）公共用地の取得，造成を行う地方公社です。

（※注３）市民が主体的に市政に参加・参画するための基

本的な事項を定めた条例をいいます。

（※注４）市の全ての資産と負債・資本とを対照表示した

ものです。

（※注５）行政サービスにかかったコストと負担を表した

指標です。

（※注６）個々の事務事業について，総合的に分析し，評

価する制度です。


